
RESAS活用レポート

大洲市旧長浜地区：製造業の未来
を探る

地域経済分析システム（RESAS）をはじめとする複数のデータソースを活用し、
愛媛県大洲市旧長浜地区の製造業をミクロ視点から徹底分析します。過去・

現在・未来を比較し、データドリブンな成長戦略を提案します。

作成：長浜町商工会 2026/5/31



CHAPTER 1

分析の目的と背景

旧長浜地区は、大洲市の北部に位置する沿海部の地域です。かつては木材を中心に製造業が栄え、地域経済を支えてきました。しか

し、少子高齢化や後継者不足などの構造的課題に直面しています。本分析では、以下の3つの目的を掲げます。

課題の特定

伝統ある長浜地区の製造業が直面す

る構造的・経営的課題をデータで可

視化します。出荷額・事業所数・雇

用者数の推移から、問題の本質を抽

出します。

稼ぐ力の可視化

RESASの産業構造マップを用い、付加
価値額・粗利益率などから製造業の

収益構造をミクロ視点で分析しま

す。

成長戦略の提案

現状分析を踏まえ、持続可能な地域

経済に向けた具体的なアクションプ

ランを策定します。DX推進・産学官
連携など多角的な視点から提案しま

す。



CHAPTER 2

旧長浜地区：過去から現在の産業構造

製造業の変遷

旧長浜地区の製造業は、木材・木製品製造業を主力として発展し

てきましたが、需要の低迷などから近年は低迷をしています。一

方、プラスチック等の化学製品・コンクリート等の建設資材製造

の業種が一定の存在感を維持しており、産業構造の多様化の兆し

も見られます。RESASの工業統計表によると、2000年代前半まで
は出荷額が安定していましたが、2010年以降は緩やかな減少傾向
にあります。

産業構造マップから見える変化

木製製品製造

かつての主力産業。出荷

額は減少傾向だが、地域

ブランドとしての潜在力

は高い。

化学・建設資材製造

近年安定した出荷額を維

持。プラスチック製品や

建設現場向け需要が支え

ている。

食品製造業

地産地消・観光需要と連動した成長の可能性を秘める。



CHAPTER 3

製造業の現状：強固な足跡と現代の壁

RESASの事業所立地マップと産業構造マップを組み合わせることで、旧長浜地区の製造業の実態をより精緻に把握できます。事業所数
は減少傾向にあるものの、残存する事業所は一定の規模と技術力を維持しています。

製造拠点としての稼ぐ力

付加価値額の分析から、旧長浜地区の製造

業は地域経済において重要な位置を占めて

います。特に化学・建設資材の分野では、

高い粗利益率を記録しており、技術競争力

が確認できます。

周辺地域との比較分析

大洲市中心部や宇和島市との比較では、旧

長浜地区は製造業の集中度が高い一方、

サービス業・商業の多様性に課題がありま

す。製造業への依存度が高い構造が、外部

ショックへの脆弱性につながっています。

中小企業の経営環境

従業員10〜50名規模の事業所が多数を占め
ており、設備投資・人材採用の面で制約が

あります。しかし、機動力を活かしたニッ

チ市場への対応力は強みです。



CHAPTER 4

データが語る「今」：製造業を取り巻く環境

人口動態と労働力供給

RESASの人口動態データによると、旧長浜地区を含む大洲市南部では、
15〜39歳の若年層の転出超過が続いています。製造業にとって、熟練技
術者の高齢化と若手人材の不足は深刻な問題です。

技術継承の危機

木材加工などの熟練技能

は、OJTによる継承が主流。
若手不足が技能の断絶リス

クを高めています。

生産性向上のボトルネッ
ク

中小製造業の多くはIT投資・
自動化への投資余力が限定

的。DX推進が経営課題と
なっています。

注目すべき指標

総務省統計局「国勢調査」およびRESAS人口動態レポート
に基づく推計では、旧長浜地区の生産年齢人口（15〜64
歳）は2010年比で約23%減少しています。（2020年時）

製造業の求人充足率は全国平均を下回る水準が継続してお

り、人手不足が操業率の低下につながるケースが増加して

います。



CHAPTER 5

衝撃の事実：成長の芽と見落とされている課題
RESASの域内経済循環マップを分析すると、旧長浜地区の製造業が生み出す付加価値の多くが、地域外（大洲市中心部・松山市・県外）へ流出している構造が浮かび上がり
ます。これは地域経済の「漏れ」として機能し、内発的な成長を阻害しています。

成長の芽

水産加工品のブランド化・地場産食材を活用した食品製造など、地域資源を活かし
た高付加価値化の可能性が存在します。観光客向け商品開発との連携も有望です。

見落とされている課題

製造業と物流・観光・一次産業の連携が不足しており、シナジー効果が生まれてい
ません。産業間の「断絶」を解消することが急務です。



CHAPTER 6

未来のシミュレーション：現状維持の限界

国立社会保障・人口問題研究所の将来推計人口（中位推計）およびRESASの産業構造データを基に、現状のトレンドが継続した場合のシミュレーションを示します。

12025年

若年層人口の減少が加速。製造業の採用難が深刻化し、操業日数の減少

が始まる。

2 2030年

熟練技術者の大量退職期に突入。技術継承が不十分なまま、生産能力が

15〜20%低下するリスク。

32035年

事業所数の減少が加速。地域所得の低下→ 消費減少→ サービス業の縮小
という「縮小の連鎖」が顕在化。

4 2040年

現状維持シナリオでは、製造業の付加価値総額が2020年比で30%以上減
少する可能性がある。

このシミュレーションは「何もしない場合」のシナリオです。適切な介入と投資により、このトレンドは変えることができます。



CHAPTER 7

将来の展望：長浜地区の製造業再定義

DX推進による生産性向上

IoTセンサー・AI品質管理・クラウドERPの導入により、中小製造業でも生産性を大幅に
向上できます。愛媛県・国の補助金を活用した段階的なDX推進が有効です。

産業クラスター化の可能性

地場製造業を核に、素材供給・加工・物流・販売のバリューチェーンを地域内で完結さ

せるクラスターを形成。付加価値の域内循環率を高めます。

観光・一次産業とのクロスオーバー

水産加工品や食料品製造を観光商品としてブランド化。体験型工場見学・直売所・EC販
売を組み合わせ、製造業の収益源を多様化します。



CHAPTER 8

具体的提案：これから踏み出す一歩

データ分析から導き出された課題を踏まえ、旧長浜地区の製造業が持続的に成長するための具体的なアクションプランを提案します。

1

地域製造技術のブランド化

「長浜ブランド」として旧長浜地区の製造業を統一ブランディン

グ。地理的表示（GI）保護制度の活用や、EC・SNSを活用した情
報発信を強化します。

2

多様な働き方の環境整備

テレワーク可能な事務機能の分離・副業・兼業の受け入れ・シニ

ア人材の活用など、製造現場の働き方改革を推進します。Uター
ン・Iターン人材の受け入れ体制も整備します。

3

産学官連携による次世代育成

愛媛大学・愛媛県立高等専門学校との連携により、製造業イン

ターンシップ・技術研修プログラムを創出。地域に根ざした人材

育成エコシステムを構築します。

4

域内経済循環の促進

製造業・農業・観光・物流の連携プラットフォームを設立。域内

での取引を促進し、付加価値の地域内循環率を向上させます。



結論

データと共に描く長浜の製造業

現状分析は「終点」ではなく「変革のスタートライン」です。

本レポートでは、RESASをはじめとするデータを活用し、旧長浜地区の製造業が直面する課題と可能性を明らかにしました。若年層の
減少・技術継承の危機・付加価値の域外流出といった構造的課題は深刻ですが、地域が持つ製造技術・ブランド力・人的ネットワーク

は、変革の確かな土台となります。

データドリブンな意思決定

RESASを継続的に活用し、政策・投資の
効果を測定しながら改善を続けます。

地域力の結集

製造業・行政・教育機関・住民が一体と

なり、次世代へつなぐ製造の拠点を再興

します。

アクションプランの実行

ブランド化・DX・人材育成・産業連携の
4本柱で、具体的な変革を今すぐ始めま
す。

本レポートで使用したデータソース：RESAS（地域経済分析システム）・総務省統計局「国勢調査」・国立社会保障・人口問
題研究所「将来推計人口」・経済産業省「工業統計調査」・愛媛県統計課データ
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